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  「佐世保市立小・中学校及び義務教育学校の教育職員の勤務時間の上限に関す

る方針」を具体的に進めるために、「佐世保市立小・中学校及び義務教育学校に

おける業務改善アクションプラン（Ｒ３年度第１期）」を策定し、教職員の長時

間勤務の是正及びワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）と、教育の質

の向上及び持続可能な教育活動の推進を目指してきました。 

佐世保市教育委員会といたしましては、令和４年度から、給食費公会計化やス

クール・サポート・スタッフの全校配置、校務支援システムの導入等、学校にお

ける働き方改革を推進してきました。また、これまでの２学期制に代わり新たな

３学期制を導入し、教職員の働き方改革は着実に進んでいると捉えています。 

一方で、勤務実態調査等の結果から、教員の時間外在校等時間の状況に一定の

改善が見られるものの、依然として長時間勤務の教員が多い状況となっていま

す。その背景には、これまでの取組が必ずしも教員一人一人の意識や働き方の変

容に結びついておらず、学校以外が担うべき業務や必ずしも教員が担う必要の

ない業務、教員の負担軽減が可能な業務の見直し・簡素化が十分に進んでいない

といった課題があるものと考えられます。 

全国的な教員不足が課題となる中、令和６年（2024 年）８月に中央教育審議

会から『「令和の日本型学校教育」を担う質の高い教師の確保のための環境整備

に関する総合的な方策について（答申）』が示されました。本市教育委員会とし

ましても、第１期アクションプランが終了する令和６年度以降も、これまでの取

組を継承しつつ、更なる充実・改善を図り、各学校と緊密に連携しながら、継続

的かつ計画的に、実効性のある取組を引き続き進めて行く必要があると考えて

います。そこで、これまでの取組について成果と課題を総括し、今後のさらなる

業務改善に向け、「第２期佐世保市立小・中学校及び義務教育学校における業務

改善アクションプラン」を策定したところです。 

  令和７年６月には「公立義務教育学校等の教育職員の給与等に関する特別措

置法等の一部を改正する法律（以下、改正給特法という）」が公布され、令和８

年４月から施行されました。また、令和７年９月に文部科学省から「公立学校の

教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教

育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針（改正）（以下、

「指針」という）」が示されました。 

本指針においては、働き方改革の目的として『教育職員の「働きやすさ」と「働

きがい」を両立し、子供たちによりよい教育を行うこと』が示され、教育委員会

には「業務量管理・確保措置実施計画（以下、「実施計画」という）」を定めるこ

とが義務化されました。実施計画の内容及び実施状況については、総合教育会議

１ 業務改善アクションプラン（第２期）策定の背景 （改訂版）  
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への報告が義務付けられ、地方公共団体との連携を図りつつ、取組の更なる改善

につなげるものとしています。 

佐世保市教育委員会といたしましては、本アクションプランが、本指針に沿っ

た内容となるよう精査し、改訂版として策定します。 
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（１）アクションプラン実施における成果目標に対する実績 

 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

８０時間 

超過勤務 

出現率 

小学校 
目標 - 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 

現状 0.2% 0.1% 0.3% 0.1% 0.1% 

中学校 
目標 - 8.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

現状 13.2% 8.5% 6.9% 5.5% 5.0% 

義務教育学校 
目標 - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

現状 0.0% 0.0% 0.3% 0.0% 0.0% 

 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

４５時間 

超過勤務 

出現率 

小学校 
目標 - 15.0% 10.0% 5.0% 0.0% 

現状 20.7% 13.0% 12.2% 11.0% 9.7% 

中学校 
目標 - 30.0% 20.0% 10.0% 0.0% 

現状 49.9% 47.8% 45.1% 45.7% 42.4% 

義務教育学校 
目標 - 10.0% 5.0% 0.0% 0.0% 

現状 15.5% 9.3% 9.1% 7.3% 5.9% 

 

 R5 年度終了時点における本アクションプランに数値目標に対する実績について 

① 目標「複数月平均の超過勤務時間が８０時間を超える教職員の割合」について

令和３年度までに０％を目指します。 

  →小学校 0.1%、義務教育学校 0.0%と、ほぼ達成できている。 

中学校では経年で 5.0%まで削減できてきた。今後、該当職員については、教

育委員会が校長に指導し、校長が本人への面談等を通して、改善を図る等、

早急に８０時間を超える教職員をなくす取組を推進する必要がある。 

② 目標「超過勤務が月４５時間を超える割合」について、令和５年度までに、０％

を目指します。 

  →小学校 9.7%、中学校 42.4%、義務教育学校 5.9% 

   小学校 13.0%（R2）→ 12.2%（R3）→ 11.0%（R4）→ 9.7%（R5）（やや減少） 

   中学校 47.8%（R2）→ 45.1%（R3）→ 45.7%（R4）→ 42.4%（R5）（やや減少） 

義務教育学校 9.3%（R2）→ 9.1%（R3）→ 7.3%（R4）→ 5.9%（R5）（やや減少） 

   それぞれ減少傾向にあるが、令和５年度終了時点で目標には、到達していない。 

   特に、副校長、教頭の４５時間超過勤務出現率は、令和５年度で 

   小学校 48.7％（80 時間超過 1.6％）中学校 72.8％（80 時間超過 9.3％） 

   義務教育学校 25.0%（80 時間超過 0％）となり、依然高い割合である。  

２ 業務改善アクションプラン（R3 年度第１期）の成果と課題  
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（２）アクションプラン実施における具体的方策に対する成果と課題 

  （各年度は実施予定の年度を表す） 

令
和
３
年
度 

○ＩＣカードによる勤務時間への意識の徹底（月の半ばに個票を配付） 

 → 実施できた学校では、職員一人一人の意識が高まった。 

〇新たな出退勤システム導入の検討（R5 年度に試行、R6 年度に完全実施） 

 → 県と調整中 

〇働き方改革を検討するワーキングループの設置、及び調査・照会の精選 

 → 計画的に実施され、提言を実施した。 

○各校ごとの定時退勤、最終退勤時刻の設定と徹底 

 → 各校ごとに設定できているが、効果が不十分 

○休暇の積極的・計画的取得の意識化 

 → 夏季閉庁日の定着や部活動ガイドラインの遵守により、意識的が高ま

った。 

○部活動の各部練習計画をホームページに掲載 

 → 徐々に整備されていった。 

○部活動の指導体制の見直し（編制数の見直し、外部指導者の活用） 

→ 学校の実情により、進捗状況の異なりが見られた。地域や保護者の要

望もあり、実際には難しい状況。 

○学校行事の再考、廃止や縮減等の見直し 

→ コロナ禍の中、一部の学校行事については、適正な教育課程の実施に

則り、見直しや縮減が行われたが、実施できなかったという実情もあ

った。 

   

令
和
４
年
度 

○給食の公会計化による業務の削減 

 → 公会計化が実施され、大規模校を中心に、給食費集金事務が軽減され

た。 

○スクール・サポート・スタッフ（以下、ＳＳＳという）の人的配置の拡充

およびスクール・サポート・スタッフの業務内容の拡充（それまでの PTA

事務補助は廃止） 

→ 小・中学校及び義務教育学校本校全校に各 1 名配置され、計画的な研

修を実施し、効果的な活用を推進している。 

○定時退勤日の徹底、勤務時間管理の意識化の徹底 

○学校行事の精選、縮減や休暇の積極的・計画的取得の推進 
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令
和
５
年
度 

※前年度具体的方策の継続実践と徹底 

○「校務支援システム」の導入 

 → 令和４年度末からから導入され、令和５年度は、小・中学校及び義務

教育学校ともに「学校運営に関わる業務」の割合が減少した。 

○学校行事や業務内容の精選や休暇の積極的・計画的取得の実践 

 

（３）佐世保市教育委員会として、今後改善を目指す課題 

 

① 業務のスリム化と日課や教育課程の見直しを進めていくための学校への 

指導および環境整備 

  ② 中学校における部活動の地域移行 

  ③ 教職員の働き方改革を進めるうえでの地域、保護者の理解の促進及び連 

携体制の構築 

④ 副校長・教頭の超過勤務時間の削減 
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 前項の業務改善アクションプラン（R3 年度第１期）の成果と課題を基に、「佐

世保市立小・中学校及び義務教育学校の教育職員の勤務時間の上限に関する方

針」の実現を目指すため、以下の取組を進めます。 

 

（１）働き方改革に関する長崎県における各種計画の数値目標 

   第四期長崎県教育振興基本計画（令和６年３月策定）に基づいた目標 

    

 

 

 

 

（２）本アクションプランにおける佐世保市立小・中学校及び義務教育学校の数値

目標 

 

 

 

○超過勤務時間が月４５時間を超える教職員数について、令和１０年度までに

０％とする数値目標の達成を目指します。 

   ○上限方針に示している「１年間の時間外在校等時間を年間３６０時間」以内

にすることについても、早期の達成に向けた取組を推進していきます。 

○国の目標である「令和１１年度までに教育職員の１箇月時間外在校等時間を

平均３０時間程度に削減する」ことを踏まえて取り組むことが必要になりま

す。 

 

 

 

 

   〇超過勤務時間が年間５４０時間を超える教職員の割合を令和６年度以降段

階的に減らしながら、令和７年度末までに数値目標の達成を目指してきま

したが、未だ不十分の状況です。早期の達成を目指した取組を推進していき

ます。 

    

 

３ 業務改善アクションプラン（第２期）により目指す数値目標等 

 

【超過勤務が月４５時間を超える教職員の割合】 

  令和１０年度までに ⇒ ０％を目指します。 

 

【超過勤務が月４５時間を超える教職員の割合】 

  令和１０年度までに ⇒ ０％を目指します。 

【年間５４０時間を超える教職員の割合】 

 令和７年度までに ⇒ ０％とし、上限方針の実現を目指します。 
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（３）ワーク・ライフ・バランスや働きがい等に関する目標 

 

 

 

 

 

○ストレスチェックにおける高ストレス者の割合を令和１０年度まで１０．０％

以下を目指します。  【令和７年度平均 １１．７％】 

 

（４）実施スケジュール（成果目標を達成するための工程） 

 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ 

45 時間 

超過勤

務 

出現率 

小学校 
目標  9.0％ 8.0% 5.0% 2.0% 0.0% 

現状 9.7％ 6.9％ 4.7％ - - - 

中学校 
目標  37.5％ 31.0% 22.0% 10.5% 0.0% 

現状 42.4％ 38.4％ 32.4％ - - - 

義務教育学校 
目標  4.0％ 3.0% 2.0% 0.0% 0.0% 

現状 5.9％ 4.8％ 3.8％ - - - 

 全校種平均  19.0％ 16.0％ 11.0％ 5.0％ 0.0％ 

 現 状 21.2％ 18.0％ 14.6％    

 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ 

年間 

540 時

間超過

勤務 

出現率 

小学校 
目標  1.0％ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

現状 4.0％ 2.2％ 2.0％ - - - 

中学校 
目標  26.0％ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

現状 46.8％ 38.8％ 32.1％ - - - 

義務教育学校 
目標  0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

現状 6.5％ 3.2％ 0.0％ - - - 

 全校種平均  10.0％ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

 現 状 19.1％ 15.2％ 12.7％    

 

 Ｒ５ 

１回目 

Ｒ５ 

２回目 

Ｒ６ 

１回目 

Ｒ６ 

２回目 

Ｒ７ 

１回目 

Ｒ７ 

２回目 
Ｒ１０までに 

高ストレス者 

の割合 
13.1% 14.2% 11.9% 14.0% 11.2% 12.1% 10.0%以下 

年度平均 13.7% 13.0% 11.7%  

全国平均 11.4% 11.4%   
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教育職員が、児童生徒や保護者との信頼関係の構築や専門性の発揮など

により、生き生きと教育活動に取り組み、働きがいを実感できることを

目指します。 



 

 

（５）主な具体的方策 

年度 令和６年度～令和８年度 

具体的

方策 

○勤務時間の客観的な把握（勤務時間の見える化） 

○校内部活動指導体制の見直し 

○日課や授業時数の見直し   

○副校長、教頭業務の見直し 

○校務 DX の推進（校務支援システム等の活用例を共有） 

○各課からの調査の精選及び削減、回答方法の一元化 

○柔軟な働き方の周知啓発 

○勤務時間外の連絡体制の見直し 

○保護者、地域等との働き方改革に対する認識の共有 

○学校徴収金の効率のよい徴収方法の検討  

○外部からの学校施設利用手続きの簡略化 

○学校問題解決のための支援体制の充実 

○部活動地域展開の在り方の構築 

 

年度 令和９・１０年度 

具体的

方策 
○各取組の継続実践と徹底 

 

期間 令和６年度以降、毎年実施 

具体的

方策 

○学校運営協議会との連動による協働体制の構築 

○ワーキンググループ会議の実施 

 

期間 令和６年度以降、長期間を要する 

具体的

方策 
○デジタル採点システムの検討  
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○管理職を含めた全ての教職員の勤務時間を把握し、勤務実態に関するデータを

集約・分析することで、長時間勤務の是正に向けた取組を提案していきます。 

《より利便性の高いソフト》 

・各職員が月途中における超過勤務時間を随時把握 

・管理職が月途中に職員の勤務状況を把握し、随時指導 

  ※特に月の超過勤務時間が８０時間を超えないこと 

・報告処理の簡素化 

 

 

 

 

 

○中学校教職員の超過勤務の要因として「児童生徒の指導に直接的に関わる業

務（部活動・社会体育）」が大きな割合を占めていることから、学校は部活

動のあり方について、計画的な見直しを進めてください。 

《推進する取組》 

 ・外部指導者の人材確保 

 ・学校規模に応じた部活動数の検討や複数顧問制による業務負担の平準化を

図るよう推進 

・部活動ガイドラインの遵守を徹底し、特に大会やコンクールに向けて練習時

間が長時間化することを厳禁 

 ・各競技団体の開催大会数の見直し 

 ・所属する生徒数に応じた部活動数の検討（休部・廃部等） 

 

 

 

４ アクションプラン（第２期）の具体的内容（改訂版） 

～業務量管理・健康確保措置実施計画～ 
 

① 勤務時間の客観的な把握 

 

■取組内容 県推奨版統合型支援システム「C4th」の機能「出退勤」システムを

活用した超過勤務時間の把握を行います。 

② 校内部活動指導体制の見直し  

 

■取組内容 教職員の部活動指導の負担軽減につながる適切な取組を推進しま

す。 

（１）主な取組 
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○日課の見直しを検討することで、教職員が授業研究や執務に充てる時間を確

保できるよう工夫してください。また、標準授業時数を大きく上回って教育

課程を編成・実施している学校は、授業時数について点検したうえで、令和

８年度以降の教育課程の編成に臨んでください。 

《推進する取組》 

   ・朝や放課後に実施している諸活動の見直し 

   ・長期休業日前後に限らない短縮日課の効果的な運用 

   ・各教科等カリキュラムの見直し 

   ・指導体制や教育課程の編成の工夫 

      ・学校行事の精選・重点化 

   ・行事の準備や練習に費やす授業時数の縮減 

 

 

 

 

 

○校長は、副校長・教頭にしかできない業務に注力できるように、副校長・教頭

の業務を削減又は職員へ分担することを進めてください。 

《推進する取組》 

 ・教頭の受け持ち時数の削減 

 ・調査等の対応を教頭だけでなく、他の職員と分担 

  （教育職員の専門性に深く関わるものを除き、事務職員・ＳＳＳ等が回答） 

 ・学校の開錠・施錠を職員で分担 

 ・副校長・教頭定時退校日の設定（毎週２回、隔週２回、月５回など） 

 

 

 

 

○働きやすい職場づくりを推進したり、教材研究の効率化を目指した環境整備

を進めたりするなど、効果的な取組事例を情報共有し、ＩＣＴの活用を進めて

ください。 

 

③ 日課や授業時数の見直し 

 

■取組内容 各学校の日課や授業時数について見直しを推進します。 

 

④ 副校長・教頭業務の見直し  

 

■取組内容 校長のマネジメントにより、これまでの副校長・教頭業務の見直し 

を推進します。 

⑤ 校務 DX の推進  

 

■取組内容 ＩＣＴの活用による業務の改善と効率化を推進します。 
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《ＩＣＴを利用した業務縮減例》  

・県推奨版統合型支援システム「C4th」を活用した業務改善の推進 

 （例）「会議室」機能を用いた事前協議 

「連絡掲示板」での情報共有 

《推進する取組》 

・配付資料や提出書類等の電子化 

・保護者、地域との双方向の連絡手段の確立 

・スマート・スクール・ＳＡＳＥＢＯ「羅針盤」の活用 

・「Google」アプリを利用した共同編集 

・生成 AI を活用した通信や資料等の作成（Gemini,Canva,NotebookLM 等） 

・保護者アンケートの電子化 

・AI ドリルを活用した課題の提示、補充学習の実施 

 

 

 

 

 

 

○  各種調査については必要性を十分に考慮し、学校の負担を軽減できるよう

削減していきます。また、回答方法についても、県推奨版統合型支援システ

ム「C4th」へのアップロードを基本とし、回答方法が異なることに対する現

場の煩雑さを軽減します。 

○ 学校からの回答や提出文書について、公印省略化を推進し、データでの提

出を求めることで、業務負担を軽減します。 

○ 統合型校務支援システムを利用した発出文書については、当該機能による登

録へと変更し、従来の採番や名簿への記入、印刷などの事務作業を軽減しま

す。 

 

 

 

 

 

 

○各学校において、超過勤務対策会議（仮称）を設置し、勤務状況の把握や対策

等について協議や意見交換を行うことで、課題等の情報を共有し、働き方改革

を推進する取組を行います。 

 

⑥ 各課からの調査の精選及び削減、回答方法の一元化  

 

■取組内容 調査の対象・頻度・時期・内容・様式等の精査及び削除、複数の調 

査の一元化を推進します。 

⑦ 柔軟な働き方改革の周知啓発  

 

■取組内容 教職員によるワーキンググループを設置し、協議や意見交換を 

とおして周知啓発を行います。 
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○各学校の具体的な取り組み事例やアイデア、また学校行事の精選・重点化が

働き方改革へと効果的につながった事例等、協議や意見交換を行うことで、

各学校の取組を共有し、よりよい学校行事の在り方について提案していきま

す。 

 

 

 

 

  ○学校は、教職員の負担軽減の観点から勤務時間外の電話対応等の在り方につ

いて見直し、推進する取組を随時導入するとともに、今後の対応を保護者・地

域へ周知します。 

《推進する取組》 

 ・勤務時間外の自動音声アナウンス 

 ・専用アプリやメールによる連絡対応 

 ・保護者や地域に対し、学校への勤務時間外の電話連絡等を控えるよう理解・

協力を得る取組の推進 

 

 

 

 

 

 

○本市教育委員会と各学校が教職員の心身の健康保持や教育の質の向上等を目

的とした働き方改革を進めていることに保護者や地域などへの理解を求めま

す。 

 《推進する取組》 

  ・勤務時間に応じた職員出勤状況と児童生徒の安全を確保するために、適切

な登下校時刻を設定 

  ・市Ｐ連との情報共有と連携・協力できる取組の推進 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 勤務時間外の連絡体制の見直し  

 

■取組内容 学校は勤務時間外の電話対応等の在り方について見直します。  

⑨ 保護者・地域等との働き方改革に対する認識の共有  

 

■取組内容 保護者・地域等に業務改善に向けて取り組んでいることについて 

啓発活動を行い、理解・協力を得る取組を推進します。  

⑩ 学校徴収金の効率のよい徴収方法の検討  

 

■取組内容 教育委員会は学校徴収金の徴収方法の在り方について検討しま

す。  
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○「学校と教師の業務の３分類」において、「学校徴収金の徴収・管理」は「基本

的には学校以外が担うべき業務」として位置づけられている項目です。今後、

様々な手段を検討し、教職員の負担軽減となる取組を推進します。 

《検討する取組》 

 ・ＳＳＳとしての業務の確立 

 ・業者と連携した口座振替の実施 

 ・各学校での学校徴収金サービスの利用 

 

 

 

 

 

 

○社会体育への施設開放や避難所等で利用されている「屋内運動場（体育館）」

について、Wi-Fi 通信型暗証番号式スマートロックを市内すべての学校に導

入し、施設管理に関する学校職員の負担を軽減します。  

 

 

 

 

 

 

    ○児童生徒に関わる問題、学校だけでは解決が困難な保護者や地域住民との問題、

法的対応が生じる恐れがある問題に対し、早期解決に向けた支援体制の充実

を図ります。 

   《推進する支援体制》 

・スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー等、生徒への支援 

・スクールロイヤー等、法的見地からの助言 

・警察や児童相談所等、関係外部機関との連携 

  ○学校や保護者等から学校だけでは解決が難しい事案等について、学校問題解

決⽀援コーディネーターを配置します。 

   《主な業務内容》 

・学校や保護者等からの相談窓口 

・事案ごとに様々な専門家と連携し、解決策を整理・提示 
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⑪ 外部からの学校施設利用手続きの簡略化  

 

■取組内容 公共施設と同様にオンラインでの申請を導入し、業務の適正化を

図ります。  

⑫ 学校問題解決のための支援体制の充実  

 

■取組内容 学校で生じた問題について、専門スタッフに相談できる支援体制 

の充実を図ります。  



 

 

 

 

 

 

   

○文部科学省から「部活動改革及び地域クラブ活動の推進等に関する総合的な

ガイドライン（令和７年１２月）」が策定され、令和１３年までに休日の地域

展開を実現するという方針が示されました。本市においては、令和８年度に本

市が考える２通りの制度を構築します。 

   《新たな部活動の形》 

    ・地域連携合同部活動（令和８年度から運用） 

      部員数に関係なく、通年で地域内の複数校が合同で部活動を実施でき

る制度。 

    ・地域連携拠点校型部活動（令和９年度から運用） 

      在籍校に希望する部活動がない場合、地域内の在籍校外の部活動に入

部できる制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○学校運営協議会を設置した学校は、地域学校協働活動の一体的取組を更に充

実させ、幅広い地域住民等が学校運営に参画する取組を推進します。 

    ○学校運営に関する「基本的な方針」に、働き方改革の実施に関する内容を含め、

学校運営協議会において承認を得たうえで取組を行います。 

    ※令和８年度現在、２２地区３１校が学校運営協議会を設置 

   《実践例》 

    ・地域コーディネーターを中心とした地域人材の確保 

    ・地域人材を活用した授業の補助や環境整備などの学校支援 

    ・放課後の補充学習などの学習支援 

    ・文化的行事やスポーツなどの体験活動の支援 

    ・児童生徒や保護者への相談支援 

    ・学校や教員だけでは対応が困難な事案に対する支援や協力体制 
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（２）毎年度実施の取組 

⑬ 部活動地域展開の在り方の構築  

 

■取組内容 令和８年度から地域連携部活動の取組をスタートさせるとともに、

本市の状況に合った地域展開の在り方を構築します。  

① 学校運営協議会との連動による協働体制の構築  

 

■取組内容 学校運営協議会の設置を推進し、学校の諸課題を地域とともに解決 

できる学校づくりを推進します。 



 

 

 

 

 

 

 

 

  ○アクションプランの推進を図るため、管理職員及び教諭、事務職員も含めた多

方面からの意見を集め、各学校へ情報を提供します。あわせて、アクションプ

ランの進捗状況を確認するため、各学校から出た現状や職員の声を参考にし

て取組内容の修正や追加について検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「学校評価や成績処理」は「教師の業務だが負担軽減を促進すべき業務」と

して位置づけられている項目です。特に、テスト等の採点業務は作業時間を

要しているため、デジタル技術を活用した様々な手段を検討し、教職員の負

担軽減となる取組を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）長期的取組 
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① デジタル採点システムの検討  

 

■取組内容 採点作業の効率化に向けて、自動採点等のデジタル技術の活用を 

検討します。 

します  

② ワーキンググループ会議の実施  

 

■取組内容 定期的にワーキンググループ会議を実施します。  



 

 

 

 

 

 

（３）毎年度実施の取組 

  ○ワーキンググループ会議の実施 

 

○校長等の学校の管理職の人事評価の評価項目に、学校における働き方改革に

資する組織マネジメントに関することを加え、各学校の業務改善を推進します。 

○平成３１年の中央教育審議会答申で示されたいわゆる「学校・教師が担う業務

に係る３分類」が、令和７年に「学校と教師の業務の３分類」として見直され

ました。この３分類に基づき、業務の考え方を明確化したうえで、役割分担や

適正化を推進します。 

 《取組例》 

  ・地域住民、外部ボランティア等の活用 

  ・スクール・サポート・スタッフとの業務分担 

  ・ＰＴＡと連携した取組 

 

《参考 「学校と教師の業務の３分類」》 

 

 

 

 

① 業務の適正化  

 

■取組内容 各学校で、学校・教員が本来の業務に注力できるよう業務改善を 

進めます。（教育委員会・学校）  

（４）第１期アクションプランからの継続した取組 

 
 

② 年次有給休暇の取得推進  

 

■取組内容 教職員が必要に応じて休養をとり、リフレッシュできる機会として 

有給休暇等の取得を促します。（学校） 

－16－ 



 

 

○年次有給休暇が取得しやすい雰囲気づくりに努め、ワーク・ライフ・バランスの充

実に配慮することで教職員の仕事と生活の調和による相乗効果が生まれ、職場の活

性化が期待できます。 

 《取組例》 

  ・仕事をチームで行い、情報共有することによって年次休暇等が取得しやす

い職場環境を醸成 

  ・自身や家族を優先した計画的年休取得の推進 等 

 

 

 

 

《取組例》 

  ・ノー残業デーの徹底（表示板の掲示、日々の声掛け） 

   ※学校の実情によっては、週２回または月６回実施を推奨 

  ・退庁基本時刻や施錠時刻の設定と周知 

  ・個人の希望による定時退校日設定 等 

 

 

 

 

 

 

○各学校の状況に応じて、学校の開錠・施錠時刻を明確化し、勤務時間の適正化

を図ります。 

《取組例》 

 ・校舎の開錠時刻、施錠時刻の設定 

 
 
 
 
 
 

 

○学校閉庁期間を６日以上設定します。また、学校閉庁期間の部活動（大会等を

含む）を原則禁止します。 

○夏季休業日だけでなく、冬季休業日にも設定し、職員の休暇等の取得促進と更

なる健康増進に努めます。 

③ 定時退校日等の設定  

 

■取組内容 学校の実情に合わせて「定時退校日」を設定します。（学校） 

④ 学校の開錠・施錠時刻の設定  

 

■取組内容 学校の開錠・施錠時刻を明確化し、保護者・地域へ周知します。 

（学校） 

⑤ 学校閉庁日の設定  

 

■取組内容 長期休業期間中にまとまった学校閉庁期間を引き続き設定します。 

（教育委員会） 
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《取組例》 

 ・業務引き継ぎの徹底 

 ・共有フォルダの整理及び電子データの共有化 

 ・県推奨版統合型支援システム「C4th」の「会議室」機能を活用した文書共有 

及び会議時間の削減 

 

 

 

 

    《取組例》 

・ストレスチェックの実施 

・ストレスチェックの集団分析結果に基づく、職場の現状と課題等を学校全

体で共有 

・教職員一人一人が生活の質や教職人生を豊かにすることができるような

取組の工夫 

・出退勤管理システムを活用した教職員面談の実施 

・適正な休憩時間の確保 

・学校問題解決支援コーディネーターを配置し、学校では対応が困難な事案

に対する教職員の負担軽減 

・特別支援教育補助指導員の増員 

・「ＳＡＳＥＢＯみらい教育ビジョン（計画中）」の共通の目標と方向性の基

で、学校・家庭・地域が連携・協働した教育環境づくりの構築 

 

 

 

 

《取組例》 

  ・長時間勤務に起因する健康障害を防ぐために、超過勤務時間の結果及 

び健康診断結果を組み合わせた面談の実施  

・労働衛生委員会による働きやすい職場づくりの推進 

・管理職による職員の健康状態等の把握

⑥ 業務の効率化に向けた電子データの共有  

 

■取組内容 電子データの共有による業務の効率化を進めます。（学校）  

⑦ 教職員に対するメンタルヘルス対策  

 

■取組内容 働きやすい職場環境づくりに努めます。（学校・教育委員会）  

⑧ 相談体制の充実  

 

■取組内容 相談しやすい風通しの良い職場環境づくりに努めます。（学校）  
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【参考資料２】 【参考資料１】 
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 【参考資料１】 

－20－ 



 

 

 

【参考資料１】 
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【参考資料１】 

－22－ 



 

 

 

－23－ 

【参考資料２】 



 

 

 

【参考資料３】 
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佐世保市立小・中学校及び義務教育学校の教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則 

佐世保市教育委員会規則第１１号 

制定 令和２年３月２６日 

（目的） 

第１条 この規則は、義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例

（昭和４６年長崎県条例第７７号。以下「特別措置条例」という。）第８条の規定に基づき、

佐世保市立小・中学校及び義務教育学校の教育職員（以下単に「教育職員」という。）の業

務量の適切な管理その他教育職員の健康及び福祉の確保を図るための措置に関し、必要な

事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規則で使用する用語の意義は、特別措置条例で使用する用語の例による。 

２ 前項に定めるもののほか、この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。  

⑴ 在校等時間 公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督

する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指

針（令和２年文部科学省告示第１号）に規定する在校等時間をいう。 

⑵ 所定の勤務時間 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年長崎県条例第６号）

第８条に規定する休日以外の日における正規の勤務時間をいう。 

（上限時間の原則） 

第３条 佐世保市教育委員会は、教育職員の在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間を

次の各号に掲げる時間の上限の範囲内とするため、教育職員の業務量の適切な管理を行う。 

⑴ １日の在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間の１箇月の合計時間（以下「１箇

月時間外在校等時間」という。）  ４５時間 

⑵ １日の在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間の１年間の合計時間（以下「１年

間時間外在校等時間」という。） ３６０時間 

 

（上限時間の特例） 

第４条 佐世保市教育委員会は、教育職員が児童生徒等に係る通常予見することのできない

業務量の大幅な増加等に伴い、一時的又は突発的に所定の勤務時間外に業務を行わざるを

得ない場合においては、前条の規定にかかわらず、教育職員の在校等時間から所定の勤務

時間を除いた時間を、次の各号に掲げる時間及び月数の上限の範囲内とするため、教育職

員の業務量の適切な管理を行う。 

⑴ １箇月時間外在校等時間 １００時間未満 

⑵ １年間時間外在校等時間 ７２０時間 

⑶ １年のうち１箇月時間外在校等時間が４５時間を超える月数 ６箇月 

⑷ 連続する２箇月、３箇月、４箇月、５箇月及び６箇月のぞれぞれの期間における各月

の１箇月時間外在校等時間の１箇月当たりの平均時間 ８０時間 

（その他） 

第５条 前２条に定めるもののほか、教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の健康

及び福祉の確保を図るために必要な事項については、佐世保市教育委員会が別に定める。 

   附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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佐世保市立小・中学校及び義務教育学校の教育職員の勤務時間の上限に関する方針 

 

令和３年５月２１日 

佐世保市教育委員会 

 

１ 策定の趣旨 

   近年、学校では児童生徒一人一人に応じた学習指導の充実に加え、生徒指導上の問題等、

社会の変化に伴う課題が複雑化・多様化しており、教育職員が担う役割は増大している。 

本市の学校は、これらの課題や役割に対して、教育職員の児童生徒への情熱や使命感、献

身的な活動により成果をあげてきた。しかし、長時間勤務が看過できない実態は明らかであ

り、特に所定の勤務時間外においては、いわゆる「超勤４項目」以外の業務について、教育

職員による対応が長時間化しており、教育職員の疲弊による教育力の低下が懸念される。教

育職員の人間性や創造性を高め、児童生徒等に対して効果的な教育活動を持続的に行うこと

ができる環境を作り出すためには「学校における働き方改革」が重要である。 

令和元年１２月１１日に「公立の義務教育諸学校の教育職員の給与等に関する特別措置法

の一部を改正する法律」が公布され、「公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教

育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき

措置に関する指針」が令和２年１月１７日に告示された。 

このことを受け、教育職員の健康及び福祉の確保を図ることにより学校教育の水準の維持

向上に資するため、教育職員の勤務時間の上限について教育委員会規則で定めたところであ

る。 

「佐世保市立小・中学校及び義務教育学校の教育職員の勤務時間の上限に関する方針」

（以下「本方針」という。）は、この規則に基づき、教育職員の業務量の適切な管理その

他教育職員の健康及び福祉の確保を図るための必要な事項を定めるものである。 

 

２ 対象者 

本方針は、「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法」（以下、

「給特法」という。）第２条に規定する公立の義務教育諸学校等のうち、佐世保市立小・中

学校及び義務教育学校の教育職員を対象とする。 

※地方公務員の育児休業等に関する法律第１０条第１項、第１８条第１項に規定する教

育職員を含む。 

   ※給特法の対象となっていない事務職員、学校栄養職員等については、法定労働時間を超

えて勤務させる場合には、いわゆる「３６協定」を締結する中で労働基準法に定める時

間外労働の規制が適用される。 
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３ 業務を行う時間の上限 

（１）本方針における「勤務時間」の考え方 

教育職員の専門性や職務の特徴を踏まえ、また、教育職員が超勤４ 項目以外の業務を

行う時間が長時間化している実態も踏まえると、正規の勤務時間外にこうした業務を行

う時間も含めて教育職員が働いている時間を適切に把握することが必要である。 

このため、教育職員が学校教育活動に関する業務を行っている時間として把握するこ

とができる時間を当該教育職員の「在校等時間」とし、管理すべき対象とする。 

具体的には、正規の勤務時間外において超勤４項目以外の業務を行う時間も含めて教

育職員が在校している時間を基本とし、当該時間に、次に掲げる①の時間を加え、②及び

③の時間を除いた時間を在校等時間とする。ただし、②については、当該教育職員の申告

に基づくものとする。 

① 校外において職務として行う研修への参加や児童生徒等の引率等の職務に従事し

ている時間 

② 正規の勤務時間外に自らの判断に基づいて自らの力量を高めるために行う自己研

鑽の時間その他業務外の時間 

③ 休憩時間 

 

（２）上限時間の原則 

① １日の在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間の１箇月の合計時間（以下 

「１箇月時間外在校等時間」という。） ４５時間 

② １日の在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間の１年間の合計時間（以下 

「１年間時間外在校等時間」という。） ３６０時間 

 

（３）児童生徒等に係る臨時的な特別の事情がある場合の上限時間 

児童生徒等に係る通常予見することのできない業務量の大幅な増加等に伴い、一時的

又は突発的に所定の勤務時間外に業務を行わざるを得ない場合においては、上記（２）

の規定にかかわらず、教育職員の在校等時間から所定の勤務時間を除いた時間を、以下

に掲げる時間及び月数の上限の範囲内とするため、教育職員の業務量の適切な管理を行

うこととする。 

① １箇月時間外在校等時間 １００時間未満 

② １年間時間外在校等時間 ７２０時間 

③ １年のうち１箇月時間外在校等時間が４５時間を超える月数 ６月 

④ 連続する２箇月、３箇月、４箇月、５箇月及び６箇月のそれぞれの期間について、

各月の１箇月時間外在校等時間の１箇月当たりの平均時間 ８０時間 

 

４ 教育委員会が講ずる措置 

  教育委員会は、次に掲げる措置を講じるとともに、本方針を具体的に推進するため「佐世保

市立小・中学校及び義務教育学校における業務改善アクションプラン」を策定する。 

（１）本方針を踏まえた各学校における取組の実施状況を把握する。また、その状況を踏まえ、

在校等時間の長時間化を防ぐための業務の分担の見直しや適正化、必要な環境整備等の

取組を実施する。 
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（２）出退勤管理システムにより教育職員の在校等時間を把握し、本方針で定める上限時間の

範囲を超えた場合には、各学校における業務や環境整備等の状況について事後的に検証

を行い、改善に向けた取組を推進する。 

（３）本方針の内容について、保護者及び地域住民その他の関係者の理解が得られるよう、広

く本方針の周知を図る。 

 

５ 留意事項 

（１）校長等の管理職は、本方針が、上限時間まで教育職員が勤務することを推奨する趣旨で

はなく、「学校における働き方改革」の総合的な方策の一環として策定されたものであり、

他の長時間勤務の削減方策と併せて取り組まれるべきものであることを十分に認識する

こと。決して、在校等時間の長時間化を防ぐための取組を講ずることなく、教育職員に

上限時間の遵守を求めるのみであってはならないこと。 

（２）校長及び教育職員は、在校等時間について形式的に上限時間の範囲内とすることが目的

化し、授業など教育課程内の学校教育活動であって真に必要な活動であるものをおろそ

かにすることや、実際の時間より短い虚偽の時間を記録し、又は記録させることがあっ

てはならない。 

（３）本来、業務の持ち帰りは行わないことが原則であり、上限時間を守るためだけに自宅等

に持ち帰って業務を行う時間が増加してしまうことは、本方針の本来の趣旨に反するも

のであり、厳に避けること。仮に、業務の持ち帰りが行われている実態がある場合には、

その実態把握に努めるとともに、業務の持ち帰りの縮減に向けた取組を進めるものとす

る。 

（４）校長は、働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律による改正後の労働

安全衛生法体系において、ＩＣＴの活用等による方法、その他の適切な方法による勤務

時間の把握が事業者の義務として明確化されたことを踏まえ、「出退勤管理システム」を

用いて、在校等時間を客観的に計測すること。また、校外で勤務する時間についても、本

人の報告等を踏まえてできる限り客観的な方法により計測すること。 

（５）校長は、休憩時間や休日の確保等、労働法制を遵守するとともに、年次有給休暇等につ

いて計画的にその取得を促進すること。 

    また、教育職員の健康及び福祉を確保するため、校長は、在校等時間が一定時間を超え

た教育職員への医師による面接指導や健康診断を実施することや、必要に応じ産業医等

による助言・指導を受け、また教育職員に産業医等による保健指導を受けさせることな

どに十分留意すること。 

    加えて、校長は教育職員の退校から出校までに一定時間を確保することにも配慮し、心

身の健康問題についての相談がしやすい雰囲気づくりを行うこと。 

（６）校長は、「学校における働き方改革」の取組を一層促進し、教育の質及び持続可能な教育

活動の向上を図っていくとともに、保護者も含めて社会全体が本方針等の内容を理解し、

学校教育活動への協力を得られるよう、広く情報発信していくこと。 
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